
補助金等に関する問い合わせは、各所管課へお願いします。 ※所管課名及び交付先は令和3年4月1日現在のものです。 (単位：千円）

No. 款 所管課名 件             名 補助の概要 補助の目的 補助の効果 交　付　先
令和２年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

予算額
増減額

見直し及び廃止の理由と内容

1 総務費 人事課
香川大学大学院地域マネジメン
ト研究科検定料及び入学料助成
金

香川大学大学院の学位を取得しようとする職員に対し、検定
料及び入学料を助成するもの。

職員の地方行財政等に関する高度な専門的知識
の取得及び職務遂行能力の向上を図る。

学位取得に向けた職員の意欲の向上につなが
る。

香川大学大学院地域マネジメント
研究科で学位を取得しようとする
者

312 312 0 対象者を2名から1名に見直した。

2 総務費 人事課
香川大学大学院地域マネジメン
ト研究科授業料助成金

香川大学大学院の学位が授与された職員に対し、授業料を
助成するもの。

職員の地方行財政等に関する高度な専門的知識
の取得及び職務遂行能力の向上を図る。

学位取得に向けた職員の意欲の向上につなが
る。

香川大学大学院地域マネジメント
研究科を修了した者

0 1,715 1,715 ―

3 総務費 人事課 自主研究グループ助成金
5人以上の職員で自主的に結成されたグループが行う、行政
の効率的運営に関する研究等について、組織的、継続的に
行う調査研究活動に対し、活動経費の一部を助成するもの。

市民サービスの向上、職員の職務遂行能力の向
上、及び自己啓発意欲の高揚・促進を図る。

目的を同じくするグループで活動することで、職務
に関連する能力・知識を習得することができ、職員
の自主学習の意欲の向上につながる。

自主研究グループ 10 10 0 ―

4 総務費 人事課 資格取得助成金
助成対象の資格を取得した職員に対し当該資格に係る検定
料、登録料を助成するもの。

職員の職務遂行能力の向上と自己啓発意欲の高
揚・促進を図る。

職務に必要な専門的スキルを獲得し、職員の自
主学習の意欲の向上につながる。

対象資格を取得した職員 40 80 40 ―

5 総務費 人事課 自己研さん受講助成
助成対象の講座を受講した職員に対し当該受講に係る受講
料、教材用資料代を助成するもの。

職員の職務遂行能力の向上と自己啓発意欲の高
揚・促進を図る。

職務に必要な専門的スキルを獲得し、職員の自
主学習の意欲の向上につながる。

対象講座を受講した職員 100 100 0 ―

6 総務費 人事課
会計年度任用職員乳がん検診
助成

本市で勤務する会計年度任用職員が、本市が実施するがん
検診を受診する際の自己負担額を助成するもの。

本市で勤務する会計年度任用職員の健康管理及
びがん検診受診率向上を目的とする。

がんの予防及び受診率向上の観点から、本市で
勤務する会計年度任用職員の健康増進及びがん
対策の推進に寄与する。

本市で勤務する会計年度任用職
員

383 412 29 ―

7 総務費 人事課 高松市職員共済会交付金
本市の互助組織である高松市職員共済会に対し、職員の保
健及び元気回復その他厚生に関する計画実施のために必要
な経費などを予算の範囲内において交付するもの。

職員とその親族の互助、福祉の増進、元気回復、
職員相互の親睦融和等を図ることを目的とする。

職員の保健及び元気回復その他厚生に関する計
画を実施する高松市職員共済会の運営を安定化
させることで、職員の貢献度や職務能率の向上に
寄与する。

高松市職員共済会 23,652 23,717 65 ―
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No. 款 所管課名 件             名 補助の概要 補助の目的 補助の効果 交　付　先
令和２年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

予算額
増減額

見直し及び廃止の理由と内容

8 総務費 人事課
会計年度任用職員子宮頸がん
検診助成

本市で勤務する会計年度任用職員が、本市が実施するがん
検診を受診する際の自己負担額を助成するもの。

本市で勤務する会計年度任用職員の健康管理及
びがん検診受診率向上を目的とする。

がんの予防及び受診率向上の観点から、本市で
勤務する会計年度任用職員の健康増進及びがん
対策の推進に寄与する。

本市で勤務する会計年度任用職
員

493 465 △ 28 ―

9 総務費 危機管理課 防災士資格取得助成

防災士資格取得に必要な経費を補助するもの。
(１)　講座の受講料
(２)　防災士資格取得試験受験料
(３)　防災士認証登録料

防災士の資格を取得し、市内の地域コミュニティ
協議会等で活動した方に高松市防災士育成事業
補助金を交付することにより、地域防災の担い手
の育成を促進し、地域防災力の向上を図る。

地域防災力の向上が図られることにより、災害が
発生するおそれのある場合や発生した際に、正し
い知識を持ち適切な行動をとる市民が増え、災害
に対する脆弱性を減らし、被害を軽減することが
できる。

防災士の資格を取得し、地域コ
ミュニティ協議会等で防災活動に
取組んだ市民

360 360 0

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、
令和2年度の消防局開催の定期救命救
急講習が中止になり、防災士資格取得要
件である救命救急講習修了証取得が困
難となっていることからその救済措置を講
じるため、防災士資格取得の際の防災士
認証登録料に関して、経費対象年度を令
和３年度の補助金申請に限り、「防災士
認証登録を受けた年度を含む前年度」か
ら「前２年度以内」に見直した

10 総務費 危機管理課
高松市家具類転倒防止対策促
進事業補助金

以下のすべての条件を満たす方に対して、自宅に取り付け
た、家具類転倒防止器具購入費用のうち、３分の２（上限１万
円）を補助するもの。
①高松市内に住所を有する方
②補助金の申請日に、本市の市税を滞納していない方
③「香川県家具類固定サポート制度」を利用する方

家具類転倒防止器具の設置を促進することによ
り、地震発生時における家具類の転倒等による被
害の軽減を図る。

香川県地震・津波被害想定（第２次公表）による
と、県内の家具類転倒防止対策実施率を100％に
することで、南海トラフ地震発生時の死傷者数は
約４分の１に軽減されることから、高松市内の家具
転倒防止対策実施率を向上させることで、家具類
転倒等による死傷者を減らすことができる。

対象となる市民 500 500 0 ―

11 総務費
情報マネジメン
ト課

中間サーバ・プラットフォームに
係る交付金

特定個人情報の提供の求め等に係る電子計算機の設置等
関連事務の委任に要する経費について交付するもの。

情報提供ネットワークを構成する中間サーバの運
営を行う。

情報提供ネットワークが利用できることにより、申
請者が窓口で提出すべき書類の簡素化につなが
る。

地方公共団体情報システム機構 13,340 8,974 △ 4,366 ―

39,190 36,645 △ 2,545計
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